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開    会 

 

○事務局 それでは、ただいまから第１回独立行政法人評価委員会自動車事故対策

機構分科会を開催させていただきます。 

 本日は、御多忙中にもかかわらず御出席いただきまして、まことにありがとうご

ざいます 

 本日の議事進行につきまして、後ほど分科会長にお願いするまでの間、事務局が

務めさせていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 

大臣官房審議官あいさつ 

 

○事務局 それでは、冒頭で恐縮でございますが、第１回の分科会の開催に当たり、

大臣官房審議官の谷口から一言ごあいさつを申し上げます。 

○谷口大臣官房審議官 自動車交通局の担当の審議官をしております谷口でござい

ます。本日は御多忙のところ、この分科会に御出席をいただきまして、大変ありが

とうございました。一言ごあいさつをさせていただきたいと思います。 

 皆さん御存知のとおり、特殊法人改革というのは小泉内閣にとりましては構造改

革の大変重要な柱になっております。自動車事故対策センターは認可法人でござい

ましたが、閣議決定をされました特殊法人等整理合理化計画の中で、事業の徹底的

な見直しと、組織の形態を独立行政法人化することを決めたわけでございます。そ

れを受けまして昨年の12月に「独立行政法人自動車事故対策機構法」というのが国

会で可決・成立いたしまして、今年の10月１日付けで、従来の自動車事故対策セン

ターを解散いたしまして、新しく独立行政法人自動車事故対策機構を設立する予定

になっているわけであります。 

 自動車の事故につきましては、皆さんも御存じかと思いますが、死亡事故そのも

のは減ってはおりますけれど、全体の増加傾向というのは続いております。自動車

事故による死傷者の数であるとか、重度の後遺障害者の数も増えているということ

で、自動車事故の状況そのものは大変深刻化していると、そういう状況になってお

ります。こうした中で、自動車の事故の防止と被害者の保護の増進を目的として自

動車事故対策センターはこれまで大変重要な役割を果たしてきたわけであります。

今後は独立行政法人自動車事故対策機構になるわけでありますが、センターが従前

行っておりました自動車の交通安全に関します大変重要な役割は、引き続きこの新

しい機構が担うことになります。 

 さらに、独立行政法人になりまして、運営については中期目標、中期計画という

ものを策定いたしまして、目標管理のもとで、基本的には新しい独立行政法人の長

の裁量に運営は委ねられるということになるわけであります。ただ、独立行政法人

が所期の目的に照らして成果を上げるためには的確な中期目標であるとか中期計画

を設定いたすことが必要であります。また、法人の業績についての厳正な評価とい

うのが大変重要になるわけであります。この分科会では、中期目標、中期計画の策
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定について、さらに業績評価につきまして御審議をいただくことになっております。

そのほか、役員の報酬等の支給基準であるとか、法人の具体的な業務方法の要領を

決めております業務方法書といったものについて、業務運営全般にわたり幅広く御

意見をいただくと、そういう担務になっております。今回の改革の実効性を高める

ためには、分科会の役割というものに大きな期待が寄せられているわけであります。

委員の皆様に活発な御議論、御検討をお願いをいたしまして、私からの冒頭のごあ

いさつとさせていただきます。 

 

委員御紹介 

 

○事務局 次に、本分科会の委員の先生方の御紹介をさせていただきます。五十音

順で紹介させていただきます。 

 最初に、岐阜大学医学部教授の坂井昇様でございます。 

 弁護士で、日弁連交通事故相談センター副会長の島田一彦様でございます。 

 神奈川大学経済学部教授の中田信哉様でございます。 

 都市経済研究所主任研究員の福井康子様でございます。 

 神奈川大学工学部助教授の堀野定雄様でございます。 

 東京大学法学部教授の山下友信様でございます。 

 また、公認会計士の北村信彦様にも委員として御参加いただいておりますが、本

日は都合により欠席でございます。 

 以上のとおり、７名中６名の委員の御出席をいただいておりますので、国土交通

省独立行政法人評価委員会令第７条に定められております会議の開催に必要な定足

数を満たしておりますことを報告させていただきます。 

 また、本日は自動車事故対策センターの理事長の岩田貞男様にも御出席いただい

ております。自動車事故対策センターの岩田理事長でございます。 

 

分科会長互選及び分科会長代理指名 

 

○事務局 それでは、審議に入ります前に、国土交通省独立行政法人評価委員会令

第５条第３項の規定に基づきまして、本分科会の分科会長を委員の皆様の互選によ

り選出願いたいと思います。委員の皆様、いかがでございましょうか。 

 中田先生、お願いします。 

○中田委員 山下委員を御推薦いたしたいと思います。 

 理由を申し上げます。本分科会が担当する独立行政法人自動車事故対策機構は、

自動車の事故防止対策と被害者救済対策を業務としており、被害者救済を目的とす

る自賠責制度を補完するもので、非常に重要な役割を担うものであります。従いま

して、分科会長には機構の業務に精通し、また自賠責制度全体について深い御見識

をお持ちの方が望ましいと考えます。山下先生は長年商法を研究され、特に保険法

の分野に精通されており、また政府の自賠責保険審議会金融審議会自賠責部会の委

員を務められている等、広く自賠責制度に関する造詣も深く、分科会長に適任と考

えます。以上の理由から推薦申し上げたいと思います。 



 

 3

○事務局 いかがでございましょうか。 

（異議なしの声） 

 ありがとうございます。 

 それでは、御賛同いただきましたので、山下委員に分科会長をお願いいたします。 

 山下分科会長に御就任のあいさつをいただきまして、以降の議事進行につきまし

ては山下分科会長にお願いしたいと思います。 

 それでは山下分科会長、よろしくお願いいたします。 

○山下分科会長 分科会長を務めさせていただくことになりました山下でございま

す。何とぞよろしくお願いいたします。 

 国立大学を法人化するということでその対策を大学の本部で練っているときに、

独立行政法人というものを勉強したところでございます。その中で、中期目標、中

期計画をどうやってつくるか、それから事後的な評価をどのようにしていくかとい

うことがこの制度の核となることが抽象的にはわかったわけでございますが、実際

に運営に関与するということは想像もしておりませんで、大変重いお役目を引き受

けたものだと思っております。そういう重いお役目でございますけれども、十分勉

強いたしまして、自動車事故対策機構という組織が発展していただくように、皆様

の御協力を得ながら進めてまいりたいと思います。どうかよろしくお願いいたしま

す。 

 それでは、お手元の議事次第に従いまして議事を進行させていただきます。 

 まず、国土交通省独立行政法人評価委員会令第５条第５項の規定に基づきまして

予め常任委員の中から分科会長の代理について指名することが必要でございます。

本日御欠席ではございますが、北村委員を指名させていただきたいと思います。よ

ろしゅうございましょうか。 

（異議なしの声） 

 それでは、北村委員に分科会長代理をお務めいただくことにいたします。 

○事務局 大変失礼ですが、谷口大臣官房審議官でございますが、都合によりここ

で退席させていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

（谷口大臣官房審議官退席） 

 

資料説明（１）独立行政法人自動車事故対策機構の概要について 

 

○山下分科会長 それでは、続きまして本日配付しております資料につきまして事

務局より御説明をいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○事務局 それでは資料の説明に入らせていただきますが、最初に資料の確認をさ

せていただきたいと思います。 

 本日お手元に配付してございますのは、まず第１回分科会の議事次第でございま

す。それから、委員の名簿でございます。次に資料目次がございます。続きまして

資料１として自動車事故対策センターの概要、２枚紙のものでございます。資料２

として特殊法人等整理合理化計画の抜粋の２枚紙でございます。資料３として「独

立行政法人について」と書いた七、八枚のとじたものでございます。資料４として

独立行政法人自動車事故対策機構の概要、１枚紙でございます。資料５として、横
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長でございますが、中期目標及び中期計画の素案でございます。それから資料６と

して「主な数値目標に関係する実績データについて」と書いてある２枚紙でござい

ます。ここまでよろしいでしょうか。 

 続きまして参考資料の目次がございまして、関係法令の抜粋がございます。参考

資料１は評価委員会令でございます。参考資料２が評価委員会の運営規則でござい

ます。参考資料３は「分科会の議決をもって委員会の議決とすることのできる事項

について」の１枚紙でございます。参考資料４、最後でございますが、「議事の公

開に関し必要な事項について」と書いた紙でございます。あと、自動車事故対策セ

ンターのパンフレットと、事業の１つとして行っております自動車アセスメントに

ついての概要のパンフレットがあると思います。以上が本日配付しております資料

の全てでございます。よろしいでしょうか。 

 それでは、本日の会議の公開について若干御説明なり、御了解を最初にとってお

きたいと思います。本日お配りしております参考資料２と４により、本分科会が業

績評価にかかる件を除き原則公開ということ、それから、会議内容につきましては

議事要旨、議事録を作成して公表することになっているということを御了解いただ

きたいと思います。それから、資料につきましても原則公開でございますが、今回

については資料５及び資料６、中期目標の関係、それから主な数値目標に関係する

実績データについては、先生方の御了解が得られれば非公開とさせていただきたい

と思いますので、その点、よろしくお願いいたします。 

○山下分科会長 今の点、よろしゅうございましょうか。 

（了解の声） 

 それでは、御了解したということとさせていただきます。 

○事務局 ありがとうございます。 

 それでは、早速でございますが資料に沿って、今回の一連の特殊法人等改革の流

れと、独立行政法人制度の概要、その中での本分科会の位置づけ、役割、そして本

分科会の担当する独立行政法人自動車事故対策機構の概要等について簡単に御説明

をさせていただきます。 

 まず資料１をご覧いただきたいと思います。自動車事故対策センターの概要でご

ざいますが、既に御案内の先生方も多かろうと思いますが、簡単に御説明いたしま

すと、自動車事故対策センターは昭和48年にセンター法に基づき、いわゆる認可法

人として設立されております。資本金は274 億9,779 万、そのうちの273 億4,000 万

程度を政府出資ということで、民間出資が一部入っておりますが、ほとんど政府出

資の認可法人として現在活動を行っております。組織は、ことしの年度初現在でご

ざいますが、本部が１カ所、主管支所が９カ所、支所が41カ所、療護センター４カ

所で、役職員数は346 名でございます。 

 主要業務でございますが、自動車事故の防止として運行管理者等の指導講習、運

転者の適性診断、それから、自動車アセスメントと呼んでおります自動車安全情報

の提供業務を行っております。１ページめくっていただきますと、自動車事故によ

る被害者の保護の増進として、生活資金の貸し付け、介護料の支給、（3)として重

度後遺障害者療護施設の設置及び運営についての業務を行っております。 

 続きまして資料２でございますが、今回の特殊法人等改革のもとになるもので、
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平成13年の12月に閣議決定をされたものの抜粋でございます。自動車事故対策セン

ターについては、事業についての見直し、それから組織形態についての見直しが決

定されておりまして、組織形態については、今回御議論いただいておりますとおり

独立行政法人とすることになっております。また、事業について講ずべき措置とい

うことで、療護センターのあり方、自動車アセスメント情報提供事業について、そ

れから交通遺児貸し付けについて指摘されておりますが、１ページめくっていただ

きますと、既にできるものについては順次実施するという形で進んでおりまして、

療護センターについては外部評価と国民への情報提供、それから千葉療護センター

の民間委託をこの４月から行っているところでございます。また自動車アセスメン

ト情報提供事業、交通遺児の融資についても、評価の仕組み、それから外部への情

報提供について既に実施をしているところでございます。 

 続きまして資料３でございますが、「独立行政法人について」ということで、一

般的な物の考え方、それから先行している独立行政法人についての関係の資料でご

ざいますが、今回の中央省庁等改革の一環として、国が行う業務のうち、実施部門

を切り離し、これを効率的に推進するための組織として、国土交通省では11の独立

行政法人が昨年の４月、自動車検査の独立行政法人が昨年の７月にそれぞれ発足し

ておりまして、既に12の独立行政法人が誕生しております。１ページ目の真ん中の

表に書かれております。さらに、その次の段階として７つの特殊法人・認可法人に

ついて、この10月に、一部統合がございますので６つの独立行政法人として新たに

スタートさせるということで、現在準備が進められているわけであります。 

 独立行政法人制度のポイントについては、若干細かくなりますが、１ページめく

っていただきますと、制度の基本として事前の関与・統制を極力排除して事後チェ

ックへの移行を図り、弾力的・効率的で透明性の高い運営を行うということで、単

年度予算であったものを中期的なものに移してより長いスパンで事業を行っていこ

うということと、第三者による評価を行ってその都度事業の見直しを行っていこう

ということで、３ページ目、独立行政法人の評価の仕組みにございますが、中期目

標、中期計画の作成などについての御意見を伺うことを初めとして、業務実績につ

いてもそれぞれ段階ごとに評価をしていただいて、その意見を大臣に勧告していた

だくということ、また、基本的な問題として組織の存廃等の検討についても意見を

いただくと、そういう内容になっております。そのような組織として独立行政法人

評価委員会というものがつくられておりまして、先生方にお願いしておりますのは、

その一部の自動車事故対策機構分科会ということでございます。 

 全体の委員の名簿は５ページ目にございまして、委員長は木村孟先生にお願いし

ております。１ページめくっていただきますと分科会ごとに委員名簿がございまし

て、現在開かれておりますものについては、最後のページの上から３つ目をご覧い

ただきたいと思いますが、自動車事故対策機構分科会、全体の委員会のうちの分科

会ということでお願いしているということでございます。 

 続きまして資料４、独立行政法人自動車事故対策機構の概要でございますが、10

月に発足を予定しております独立行政法人の概要で、業務については基本的に現在

の自動車事故対策センターの業務をそのまま引き継ぐということで、今後の具体的

な事業の内容及び組織のあり方、予算等については先生方の御意見を伺いながらそ
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れを反映していくということで考えているところでございます。 

 簡単でございますが、資料１から４までの説明を終わらせていただきます。 

○山下分科会長 ありがとうございました。 

 資料１から４までにつきまして、何か御質問ございませんでしょうか。 

 とりあえずよろしゅうございましょうか。また後で討議の時間がございますので。 

 

（２）中期目標（案）及び中期計画（素案）について 

 

○山下分科会長 それでは、続きまして本日御審議いただきます資料５の中期目標

（案）、中期計画（素案）について事務局より御説明をお願いいたします。 

○事務局 それでは、資料５、横表でございますが、ご覧いただきたいと思います。

左に中期目標、大臣が機構に指示いたします中期目標の案でございます。右側が中

期計画（素案）ということで、これは機構の方でつくりまして大臣認可ということ

になっております。両者いずれも評価委員会の御審議をいただいた後に指示なり認

可をするという仕組みになっております。それと、これに基づいて年度計画をつく

り、それに基づいて毎年度の業績評価を評価委員会にお願いするような仕組みにな

っております。 

 中期目標、中期計画、照らし合わせながら御説明したいと思います。まず中期目

標の期間でございますが、法律に基づき３年から５年の間となっておりまして、自

動車事故対策機構については15年10月１日から19年３月31日までの３年６月という

ことで考えております。 

 右側を見ていただきますと、「以下のとおり定める」と書いてございますが、な

お書きのところで、機構の独自の取り組みといたしまして、外部評価機関を設け、

事故対としても外部評価機関の方に毎年度の点検をお願いして、それを踏まえて必

要に応じて事業の改善をするというような対応を図ることを考えております。 

 以下が中期目標、中期計画の内容になりますが、大きく分けて４つになっており

ます。１つ目は業務運営の効率化に関する事項でございます。２番目が、３ページ

以下ですが、国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項。

３番目が財務内容の改善に関する事項ということで、後ろから２枚目からになって

おります。最後にその他重要事項ということで、大きく４つのパートに分かれてお

ります。 

 １ページ目に戻っていただきまして、業務運営の効率化に関する事項でございま

す。まず１点目は組織運営の効率化ということで、組織運営に柔軟性・機動性を持

たせ、効率的な体制の構築を図ることを目標に掲げてございます。これを具体化す

るのが中期計画になるわけですが、中期計画におきましては、業務量に応じ柔軟か

つ機動的に業務を担当できる体制を整備することを考えております。具体的には、

今は課制をとっておりますが、課制をやめ、固定的な課の単位にとらわれずに機動

的な人材運用ができるようなマネージャー制、マネージャーのもとにチームを置い

て機動的あるいは専門的に業務をやっていく、あるいは特定課題に対応していくと

いうような組織運営にしていきたいということが書かれております。 

 ２点目に人材の活用でございます。組織の活性化を図るために人材の活用を図る
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ということを中期目標で掲げておりますが、中期計画においては、業務に必要な役

職員を確保するということと、専門性を高めるために産業カウンセラー等の資格取

得を進め、取得した職員を積極的に活用するといったことを通じて組織の活性化を

するということでございます。一方で職員の能力なり実績を適正に評価する仕組み

を構築していきたいということでございます。産業カウンセラーと申しますのは、

御承知かもしれませんが、心理的な手法を用い職場のいろいろな問題を自力で解決

する取り組みを支援していくような、カウンセリングをする資格でございます。 

 ３点目でございますが、業務運営の効率化ということで、これ以下が各業務につ

いてどういったことを効率化していくか書いております。まず指導講習業務でござ

いますが、目標では職員による講師の担当等、業務の効率化を進める一方、指導講

習は講習料を取っておりますので、自己収入の増加を図ることによって、中期目標

期間中に自己収入比率を○○％上げていくということでございます。 

 申しおくれましたが、数値目標をできるだけ盛り込むようにしておりまして、具

体の数値目標につきましては次回の評価委員会で御議論いただければと思います。

現在のところ空欄になっている部分がございますが、それは次回に御議論いただけ

ればと考えております。 

 こうした自己収入比率の増加ということを踏まえ、中期計画でございますが、ま

ずアは、現在、指導講習は外部の講師の方に講義をお願いしているんですが、職員

の能力開発を進めることによって指導講習の講義の一部を職員みずからやるような

体制にしていくことにより業務の経費を削減するということが１点目でございます。 

 ２点目でございますが、ＩＴを利用した受講者管理システムの構築など、業務全

般を見直しにより業務の効率化を図るということでございます。現在、いろいろな

講習で予約から申込受付、受講料の発送とか、手作業の部分がありまして、電子化

をしておりませんので、この辺を電子化することによって業務の効率化を図るとい

う内容でございます。 

 ３点目のウでございますが、各支所で講習を開いているわけですが、受講者が少

ない開催場所については、ブロック単位といいますか、隣県と連携を図り共同講習

などを行うということで、中期目標期間中に10会場以上について集約化を行うとい

うことでございます。 

 ４点目は、自己収入を上げるために当然サービスの内容を向上しなければいけな

いということですが、サービス内容の向上については後ろに詳しく出てきますが、

講習内容の充実や利便性向上によって自己収入の増加を図るということでございま

す。 

 こういった４点の措置を通じ、中期目標期間中に自己収入比率をアップさせよう

ということが計画の素案でございます。 

 ２ページ目をお開きいただきたいと思いますが、次の業務、適性診断でございま

す。これも同様な考え方で、業務の効率化や自己収入の増加により、中期目標期間

中に自己収入比率を一定の割合にしていくということを目標として掲げてございま

す。 

 計画におきましては、まず１点目は、現在適性診断を踏まえたカウンセリングと

いうのは外部の大学の先生等にお願いしているところでございますが、これも職員
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の研修等で助言指導能力を育成し、カウンセリングの業務を職員みずからできるよ

うにすることで業務経費を削減していきたいということでございます。２点目のイ

でございますが、受付から診断が終わるまでかなり手作業部分がございまして、そ

ういったものについては電子化を進め、業務全体の効率化を図ること。３点目であ

りますが、診断内容をうまく現場に使えるような高度化を図ったり、貸し出し機器

など、後ろに出てきますが、利便性を高めることによって自己収入の増加を図るこ

と。これらの３点の措置を講ずることにより、エでございますが、中期目標期間中

に自己収入比率を具体的に数値をもって引き上げていくという内容でございます。 

 ３番目の重度後遺障害者に対する援護業務ですが、大きく２つに分けております。

まず療護センターでございますが、目標としては質の高い治療・看護を適正なコス

トで実施するため、外部評価を行うとともに、その結果を国民にわかりやすい形で

情報提供するということでございます。計画におきましては、具体的には医療水準

あるいはコスト水準、これは経費がどれぐらいであるかとか、ちゃんと医療効果が

上がっているかといったことについて、冒頭に出てきました外部評価機関でありま

すタスクフォースによって外部評価を行い、その結果をホームページで公表すると

いうことでございます。 

 療護センターの２番目の目標でございますが、受託検査の受け入れあるいは経費

節減により、運営経費を具体的な数値目標をもって節減するということでございま

す。中期計画を見ていただきますと、先ほど事務局から御説明いたしましたが、平

成15年度から千葉療護センター、今まで直営でやっていたところでございますが、

この民間委託化を行い、４センターすべて民間委託化を行ったところでございます

が、さらに外部の業者に委託しております定型的・単純作業、清掃とか警備といっ

た作業についての見直しを行い、そういったことにより経費節減をするということ

と、高額医療機器を有しておりますので、可能な範囲で受託検査を行い収入を上げ

ることにより、運営経費を中期目標期間中に節減するという内容でございます。 

 援護業務の２番目の介護料支給でございます。目標につきましては、支給業務に

ついては、事務処理のフローの見直し、あるいはＩＴの活用によって事務の効率化

を図るということでございます。具体的には中期計画におきまして、事務のプロセ

スの見直し、支給額積算を電子データ化することによって事務処理期間の短縮化を

図るということでございます。 

 大きい４番目で、交通遺児等への支援業務でございます。目標でございますが、

アとして、貸し付けに関し、適切な債権管理をより効率的に行うことと、回収率も

ある程度のレベルを確保すること。それと、イでございますが、貸付資産のリスク

管理及び引当金の開示については適切にやるということでございます。 

 これを受けまして中期計画においては、債権管理委員会というのを設け、債権管

理方法の改善を行うことにより、効果的、効率的な回収を図るということと、より

効率的に行うという意味から回収経費も削減しながら回収率も一定程度の確保を図

るという内容でございます。２点目でございますが、貸付資産のリスク管理につい

ては、債権管理委員会において貸付債権の適切な評価を行うということと、リスク

に応じて適正な引当金を計上して、その結果をホームページで提供するという内容

でございます。 
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 ⑤情報提供業務。これは自動車アセスメント、自動車をぶつけて安全性能を公正

な立場から評価するという事業でございますが、これについては目標として適切な

コスト管理を行うということで、幾つかの種類の試験をやっているところでござい

ますが、試験１台当たりの試験実施費を削減するということで、中期計画におきま

して具体の数字をもって何パーセント以上削減するといった計画内容にしたいとい

うことでございます。 

 ３ページ目、効率化の最後でございます。業務全般について。一般管理費につい

て全体の削減目標も掲げております。 

 続きまして大きな２番目のパーツですが、サービス向上の事項でございます。こ

れについても各業務ごとに掲げているところでございます。まず指導・講習業務で

ありますが、目標におきまして受講者・事業者の利便性の向上を図るということと、

講習を受けた方が実際の運行管理の場で使いやすいように講習内容の充実を図ると

いうことを掲げてございます。これに基づき、中期計画には、①、②に書いてござ

いますように、講習回数を増回するとか、旅客と貨物といった業態別の講習を実施

することにより受講者の講習環境を向上させるということと、内容の充実にかかる

ものでございますが、受講者参加型の講習を推進するということと、最新の事故事

例あるいは分析に基づく運行管理改善手法を導入するといったこと、あるいは教材

についても効果的なものを導入することで指導講習の内容の充実を図るということ

を計画に盛り込んでおります。 

 目標の２番目でございますが、これも先ほど出てきておりましたが、職員の資質

の向上、あるいはいろいろな事業者がおりますので、事業者の特性に応じたサービ

スを提供するという観点から事故防止相談を初めとする事故防止コンサルティング

の実施を検討するということでございます。具体的には、計画の③で書いておりま

すように、資質向上を図るための研修制度の充実、これを行うことにより事故防止

相談、あるいは企業全体に事故防止のためのコンサルティングを試行的に実施して

いきたいという内容でございます。 

 目標の③でございますが、指導講習と適性診断の有機的連携を深めること。指導

講習は、運行管理者と呼んでおりますが、運行管理の責任者、適性診断については

ドライバーに対する診断ですので、この２つを相互に利用できるようにするという

ことで、中期計画の④で書いておりますが、診断結果の活用を促進するため、適性

診断をどういうふうに活用していけばいいかといった講習を実施するということで

ございます。 

 目標の④でございますが、受講者・事業者のニーズをうまくつかんで、ニーズに

応じて内容を改善するということを書いております。これは具体的には、アンケー

ト調査を実施することによってニーズをつかみつつ、その結果を指導講習の内容の

充実に反映するということでございます。 

 目標の①から④の措置を講ずることにより、事業者の運行管理の充実・改善を促

進することによって事故防止効果を高めるということで、それに対応する中期計画

の記述としては、⑥に書いてございますように、受講者なり事業者に対してアンケ

ート調査をして、どれだけ指導講習が活用されているか、充実されているか、ある

いは利便性はどうかといった点から安全対策への支援効果をはかり、評価度を平均
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４以上にするということを中期計画に盛り込んでおります。 

 続きまして(2) 適性診断でございます。適性診断については、中期目標には診断

内容の高度化、あるいは利便性の向上のために診断機器を研究開発し、新しいもの

を導入していくということを掲げております。具体的には中期計画において、自動

視野測定機の導入、あるいは危険予知能力をはかるアイカメラ・シミュレーターの

開発・試行導入といった機器の充実を図り、診断内容の高度化を図るということと、

利便性の向上のために、今は各支所等に来ていただいて診断を受けていただいてい

るわけですが、ポータブルの貸し出し用自動診断機器を開発し、全国に配備するこ

とによって、事業者にお貸しして、都合のいいときに受けられるような体制にする

ことで利便性を高めることを考えております。 

 ４ページ目でございます。診断結果を運転や運行管理に効果的に活用していただ

くために、助言内容を充実することと、それを踏まえてカウンセリングをするとい

ったこと、あと、指導講習と連携を深めるということで、診断結果を適切に提供す

ることを目標として掲げております。具体的な措置としては、中期計画の②でござ

いますが、診断結果の助言内容の充実、これは診断結果にコメントを付して、こう

いったところに気をつけた方がいいということでやっているんですが、その内容を

充実することや、最新事故例に基づくカウンセリング技法、小集団技法などを採用

して助言指導を充実させるということでございます。適性診断活用講座については

全支所において実施するようにしていきたいという中期計画になっております。 

 それと、目標として職員の資質の向上を図るため、研修制度の充実、カウンセリ

ング技術の取得を行うことと、これに対応して中期計画に書いてございますのは、

研修を計画的にやることによって、診断業務担当職員の80％以上にカウンセリング

ができるような産業カウンセラー資格を取らせること。その他、④で書いてござい

ますが、全国的に診断結果が得られるわけですが、これを、個人情報の保護に留意

することは当然ですが、事業者別、業態別、年齢別に解析し、例えばこういった年

齢の人はこういうことに気をつけなければいけないということで、事故防止に資す

る情報として提供するようなこともやっていきたいということでございます。 

 中期目標の④で、受診者・事業者のニーズを適切に把握し、それを内容の充実に

反映させるということで、これもアンケート調査をやることによって内容の充実を

図っていきたいと考えております。 

 以上の措置を講ずることによって、事業者の安全対策の充実・改善を促進し、事

故防止効果を高めるということで、計画でございますが、５段階評価で、安全対策

への支援効果に関する評価度を4.0 以上にすることを目標として掲げております。 

 続きまして重度後遺障害者に対する援護でございます。目標については、療護セ

ンターにおいては、今、高度な医療看護をやっているわけですが、遷延性意識障害

者の患者に対して質の高い治療・看護を実施することと、医学的な見地から公平な

治療機会を確保するということで、このために必要な措置をハード・ソフト両面に

おいて実施し、治療効果を高めることが目標でございます。 

 これを受けまして中期計画においては、まず１点目は、遷延性意識障害者に対し

てワンフロアシステム、プライマリー・ナーシング、あるいは高度先進医療機器に

よる高度な治療・看護を実施することによって、中期目標期間中に脱却、これは注
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に書いてございますが、遷延性意識障害の方が一定の意思疎通あるいは運動機能が

改善するような治療効果が得られた方という意味ですが、脱却者数を○○人以上と

するなど、治療効果を高めるということを書いております。２点目でございますが、

質の高い治療機会の公平な提供という観点から、治療効果の観点を踏まえた入院あ

るいは入院中の患者家族に対する経過説明等、入退院プロセスをある程度確立する

ということと、他の医療機関との連携も図りながら病床あるいは高度先進医療機器

の整備を進めること。３点目ですが、短期入院事業、これは２週間以内の短期の入

院を在宅介護の方を対象に行っている事業ですが、短期入院事業についても療護セ

ンターの機能を活用していくということを書いてございます。それと、５ページ目

でございますが、また、在宅介護の支援という意味もありまして、④としてメディ

カルソーシャルワーカー、これは注に書いておりますように患者・家族が抱える諸

問題の解決、調整、あるいは転院先の相談といったものについて援助する専門家で

ございますが、メディカルソーシャルワーカーを置き患者家族に対する支援、ある

いは在宅介護者に対する介護の知識などを提供するということを盛り込んでおりま

す。 

 目標の２点目でございますが、専門的な診療・看護体制、あるいは高度先進医療

機器を備えた充実した医療体制をもとに、療護センターでは治療・看護技術を開発

し普及をしているわけですが、こういったものを幅広く一般病院等に広げていくと

いう観点から、研究成果の公表を行うことという目標にしております。これに対応

して中期計画においては、地元大学等の研究機関、あるいは療護センター間の連携

の強化などを行い、医療技術の開発・向上を図り、一般病院への普及を図るといっ

た観点から、日本脳神経外科学会等において研究成果の発表を年平均10件以上行う

とともに、短期入院協力病院、これは民間で短期入院を、現在５カ所ほど、協力い

ただきまして受け入れるべく体制整備に努めているところですが、短期入院協力病

院に対する実務研修なども療護センターでやっていくということでございます。 

 目標の３番目ですが、地域医療への貢献として、検査受託を行うことということ

で、対応して年間の受託件数の目標を置いております。それが⑥になります。 

 目標の④でございますが、重度後遺障害者に対して、今、介護料の支給を行って

いるところでありますが、それと、介護に対する指導助言なども行い、支援を強化

すること。これに対応して、中期計画でございますが、まず１点目は介護料の支給、

あるいは一般病院へ短期入院した場合の助成を行うことによって、効果的な被害者

救済を図るということと、介護に関する指導助言の強化ということで、介護に関す

る相談窓口を主管支所に置き、看護福祉士等によって相談支援を行うこと。それで、

目標としては重度後遺障害者の家族への相談支援をアンケート調査を行うことによ

って評価度を高めるということとなっております。 

 (4) 交通遺児等に対する支援業務でございます。目標については必要な育成資金

の無利子貸付を行うことと、精神的支援を強化するということで、対応する計画で

ありますが、被害者の状況に応じた無利子貸付と、遺児の保護者同士の交流の場の

設置等を行い、精神的な支援の強化を図るということで、具体の成果のはかり方と

しては、アンケート調査を行い評価度をはかり、4.0 以上にするという内容でござ

います。 
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  (5) 広報活動業務と書いてございますが、これは、介護料支給、あるいは交通遺

児等貸付業務がございますが、利用できる方にはしっかり広報していく必要がある

こと、あるいは療護センターもそうでございますが、そうした観点から、市町村な

り脳外科の病院なりにパンフレット等を配付することによって広報活動を強化する

ということ、特に介護料支給業務については、損保会社等と連携して、受給資格者

に対してはしっかりこの制度の周知徹底を図っていくという内容になっております。 

  次のページでございますが、(5) でございます。この業務の中には自賠責保険を

コアにします自動車損害賠償保障制度についての周知宣伝業務というのもございま

して、機構の全国ネットワークを利用して効果的な周知宣伝を図るという目標でご

ざいます。これに対応して、計画においては交通安全フェア等における周知宣伝活

動とか、機構は全国にございますので、そうしたネットワークを利用しながら事業

者や被害者に対する制度の周知を図るという内容になっております。 

  最後の情報提供業務でございます。自動車アセスメントでありますが、情報提供

をより効果的に行うことにより、安全性の指標を中期目標期間中に○○％以上改善

するという目標でございます。これに相応して、具体的には、現在のアセスメント

は、資料をおつけしておりますが、各車両について星の数で評価しておりまして、

星の数を中期目標期間中に改善するという中期計画になっております。 

  それと、２番目の中期目標でございますが、試験の充実ということで、試験項目

の拡充なり内容の改善、あるいは広報の改善といったことを目標に掲げてございま

す。これに対応して中期計画においては、②に書いてございますが、ユーザーにわ

かりやすい情報提供をしていくということで、定期的にアンケート調査を行い、情

報提供の改善に反映させるということで、ユーザーによる利用度、利用件数なり、

どれだけわかりやすい情報提供であるかという満足度ですが、これによって指標を

つくり、利用度について平均4.0 以上を目標と書いております。それと、試験内容

の充実ということで、歩行者保護性能のアセスメントなり、側面衝突安全性能等に

ついて調査研究なり導入を図るということと、実際の事故によりますデータと安全

性能、これは一定の試験条件のもとではかっていますので、その相関関係を解析し

てアセスメントの改善を図るということを掲げております。 

  アセスメントの３番目の中期目標でございますが、海外との情報交換を行って試

験開発能力を高めるということで、それに対応して中期計画においては、海外の専

門家との情報交換などを継続的にやるということでございます。 

 アセスメントの最後でございますが、外部評価を行って、その内容を国民にわか

りやすい形で情報提供するということで、対応する中期計画においては、タスクフ

ォースによる外部評価と、その結果のホームページでの公表ということを盛り込ん

でおります。 

 大きな４番目の財務内容の改善に関する事項でありますが、中期目標において、

いろいろな自己収入比率等の目標がございますので、こういった目標を考慮した上

で、適正に予算、収支計画を立て健全な財務体質の維持を図るということで、中期

計画においては、実際に中期目標期間中の予算あるいは収支計画、資金計画につい

て別紙のとおり作成するということで、別紙がつく形になっております。今日はま

だ出来ておりませんのでお付けしておりませんが、具体の中期目標期間中の予算計
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画がつけられるということでございます。 

 最後のページでございますが、中期計画の４、５、６に書いてございますが、短

期借入金の限度額とか、重要な財産の話、それぞれ所要の記述をしております。６

番目、剰余金の使途でございますが、独立行政法人の制度においては自己努力によ

る剰余金が出た場合にはサービス向上などに使えるとなっておりまして、その使途

について具体的に中期計画に定めることになっております。事故対策機構の場合は、

利用者サービス充実のための環境の整備と、職員研修の充実に充てるということで

書いております。 

 最後でありますが、その他重要事項として、１点目は施設及び設備に関する事項、

それと人事に関する事項ということで、施設・設備については、施設・設備の計画

的な整備・更新を進めること。人事については、職員の能力開発を促進するという

ことと、適切な要員、定員管理をするということでございます。これに対応して、

施設・設備に関しては、これも今作成中で、具体の施設及び設備に関する計画を別

紙でお付けするような形になります。人事に関しては、方針については、業務プロ

セスの見直しや効率化を進めることによって計画的な削減を行い、人員の抑制を図

るということで、③で具体の指標を書いております。それと、②でございますが、

人材の育成ということで、指導講習における講師、あるいは適性診断においてカウ

ンセラーをできるように研修制度を充実して、職員の資質を向上させるという内容

になっております。 

 駆け足で申しわけございませんが、数字については次回御審議いただくようにな

るかと思いますが、資料６に主な数値目標について、最近のトレンドといいますか、

10年度から14年度にどういう形で数字が推移しているか、御参考までにおつけして

おります。長くなりましたが以上でございます。 

○山下分科会長 どうもありがとうございました。 

 

討    議 

 

○山下分科会長 それでは、ただいまの御説明に基づきまして討議に入りたいと思

います。中期目標（案）、中期計画（素案）について御意見等がございましたら、

どの点からでもお願いいたします。 

 どうぞ、堀野委員。 

○堀野委員 堀野でございます。御説明ありがとうございました。 

 幾つかの側面に分けて御説明いただいたんですが、最初の業務運営の効率化に関

する事項のところでは、ずっと話を伺っていますと、いろいろな切り口で組織の効

率化ということでは一貫しておられると思いますけれども、例えば競争原理を意識

して、この機構と世間において競争する相手がいるという前提なのかどうか、その

辺はいかがでしょうか。それがないような印象を受けたんですね。それが１つです。 

 もうちょっと踏み込んで申しますと、コストベネフィットという概念は効率化の

概念の中に入れていらっしゃるかどうか。それは、その次の国民へのサービスとい

う見出しでお話がありましたけれども、業務活動の質の向上ということでいろいろ

なお話があったわけですけれども、端的に言って、投入したコストに対してどれだ
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け成果が得られたかという概念ですね。事故対センターのお仕事は、例えば、私は

人間工学が専門ですので申しますと、適性診断について先ほど各論的に御説明があ

りましたけれども、最近、大型トラックの高速道路における事故が多発していて、

つい数日前も、追突して２人のお子さんが亡くなった事故では、東京地裁の判決な

どを見てみますと従来の事故の裁判で私たちが見聞してきたのと大分違った判決が

出ていまして、三十数年間、毎年命日に墓参しなさいとか、総額で２億5,000 万円

ですか、従来の計算方式ですと絶対にああいう金額は出てこないわけですけれども、

そういう判決が出て、かなり社会的な話題を呼んでいるわけですけど、あの泥酔し

ていた運転手も、事業所にいらっしゃる方だから、事故対センターの適性診断を受

けているはずですよね。受けていないで就労していたのであれば事業者の管理責任

がかなり厳しく問われなければいけないんですけれども、私が前々から気にしてい

たのは、事故対センターが実施した適性診断と事故実績の間のリンケージといいま

すか、有機的な、そういうのが私が見ていた限りではなかったように思います。ぶ

つっと切れているわけですね。競争原理を導入するとか、みずからコストベネフィ

ット、費用対効果の概念を事故評価の中に入れておけば、もう少し質の高い状況が

生まれたのではないかという気がいたしますので、その辺、ちょっとお伺いしたい

と思います。 

○事務局 重要な話を御指摘いただきました。競争原理のお話ですが、実は昨年度

より、適性診断については一定の条件を満たせば事故対以外でもできるようになり

まして、そういった意味から、機構としてもちゃんとしたサービス向上をしなけれ

ば、あるいは診断内容なり効果的な講習内容にしなければ、お客さんがいなくなる

といいますか、受講者なり診断者数を確保することができないという危機感は持っ

ております。そういった意味からサービス向上などを盛り込んでいるわけですが、

コストベネフィットですね、この辺は具体の指標として掲げてはございませんが、

実際にサービス向上をするために費用をかけても、それに伴って効果が上がらない

と問題ですので、「効果を勘案しつつ」という表現を入れたのはそういった意味で

ございまして、いろいろな投資はしますけれども、やっぱり効果を見ていかなけれ

ばいけないと思っております。 

 それと、適性診断と事故が実際に起きている状況についてのリンケージの話です

が、実は、事故防止効果を高めるという目標に対してどういう数値目標を設定しよ

うかということで、事故防止効果にダイレクトに結びつくような数値目標にできな

いか、かなり検討したんですが、なかなか適切なデータをとることができておりま

せんので、そういった意味で今の案になっておりますが、うまくデータをとれるよ

うな仕組みを考えていきたいと。今回は残念ながらそこまで至っていないんですが、

そういったことも含めて、次期計画までにできるかどうかわかりませんけれども、

そうした研究は進めていきたいと考えております。以上でございます。 

○福井委員 私も堀野先生と同じような感想を持ちました。そもそも論からいくと

２つのそもそもがあって、１つは自動車事故対策機構というのがそもそも何である

のか、目的は大きく２つですよね。被害者の救済と自動車事故をとにかく減らそう

ということですから、幾ら構造改革でそれを推し進めていっても、大目標を損ねて

は何もならないわけで、むだとか無理を省くのは当然にしても、もっと重要事項と
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しては、機構があることで大目標の事故が減らないと意味がないんだと思うんです

よ。そこを評価するというところは避けちゃいけないと思うんですよ。 

 それを業者へのアンケートで4.0 とか、これはどうなんでしょうか。ダイレクト

な、科学的な分析があろうとなかろうと、とにかく事故というのは数字ではかれる

わけですから、今、すごい上昇している、それを何とか何パーセント以内にとどめ

るとか、上昇率を何パーセント減にするとかを目標にするのが筋じゃないかなと思

うんですね。 

 そういうことを考えますと、先ほどの黄色っぽいしっかりしたパンフレットの０

ページに、10年間で交通事故被害者が３割近くというのはさすがに驚く数字で、し

かも重度の障害者が倍ですよね。これは、自動車も同じように増えているんだった

ら「なるほど」で、別にサボっていないという感じですけど、例えば運転者の伸び

よりもこっちの方が大きいのであれば機構の存在そのものが非難されて当然だと思

うので、そのあたりのデータはぜひ欲しいと思うし、さて、それで原因者が、事業

者、事業者とおっしゃっている人たちに特に多いのか、そうじゃないのかという話

も絶対出さなければいけないですよね。 

 つまりこの計画や目標の中で落ちているのが一般ドライバーに対しての対策なん

ですね。そうでしょう。一般ドライバーに対しての対策は、警察とタッグを組むと

か、そういうのが構造改革なんじゃないですかね。次回はぜひ事故の認識を我々で

共有できるように、事故内容の原因とか、実態とかのデータが出てくればいいなと

思います。 

○山下分科会長 センターではそういうデータの集積はもちろんやっておられるん

ですかね。 

○事務局 事故対策センターの指導講習なり適性診断は事業用自動車ということで、

そういう意味では一般ドライバーの関係は業務としては主たる対象にしていないこ

とは事実でございまして、データにつきましては、どういうデータがあるか調べて、

次回御報告をしたいと思いますが、私ども、この数値目標を考えるときいろいろデ

ータを調べてみたんですが、なかなかぴったりくるデータがなくて、どれだけある

か自信がないところでございますが、できるデータはお示ししたいと考えておりま

す。 

○山下分科会長 堀野委員どうぞ。 

○堀野委員 私ばかりしゃべってはいけないんですが、今「数値目標」というキー

ワードが出たのでちょっと申しますが、今行われている国会の施政方針演説で、小

泉首相みずからが、今年を起算年として10年以内に交通事故死亡者を半減すると明

言されましたよね。あの施政方針演説、私たまたまラジオで聞いていたんですけれ

ども、全然マスコミは取り上げなかった。翌日の新聞もテレビも何も報道しなかっ

たんですが、国土交通省の自動車交通局は、運輸技術審議会の大臣に対する答申の

中で既に数年前に数値目標を挙げましたよね。そのときは「半減」という勇ましい

ことは言えなかったので、2010年までに1,500 人でしたか、減らすと言っているん

ですけれども、首相が言った数値目標の脈絡と自動車交通局みずからが運輸技術審

議会の答申のときに出した数値目標とは、一応行政レベルでは整合させていらっし

ゃるんでしょうね。そう理解していいですよね。 
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 今出てきましたお話で、事故対センターの業務は主に業務用の車両が対象だとい

う趣旨の御説明がありましたけれども、例えば自動車アセスメントは業務用に限ら

ないんで、むしろ乗用車ばっかりで、トラック、バスは全然入ってませんよね。私

は前から、トラックの事故が多いので、なぜトラックをアセスメントの対象に入れ

てくれないのかということを機会あるごとに言っているんですけど、なかなかイエ

スという回答がないんです。行政側からは。その辺、ちょっとちぐはぐな感じがす

るんですね。国民の視点から見ると、交通事故全体、総体として取り上げていると

いう姿勢が見えてこないと、むだなことをやっているんじゃないかとか、できそう

なところだけやっていて難しい問題は避けているんじゃないかという印象を与えて

しまいそうなので、この辺は、せっかくの機構改革のチャンスですから、思い切っ

てやった方がいいんじゃないかという気がしますが、いかがでしょうか。 

 別に糾弾する気はないんですよ。問題解決に貢献したいと思っているだけで。 

○山下分科会長 国全体としての大きな政策がまずあって、その中で機構が何を具

体的な目標にしてその一翼を担うかという、全体との組み合わせをどう図っていく

かということですね。 

 各中期計画の各項目の一番下には数値目標を、４．０％以上というふうなところ

でまとめられているわけですが、別にこれだけを目標とするというんじゃなくて、

その上の、定量的というよりは定性的な部分ももちろん目標の中に入っているわけ

ですね。そういう中では、今御指摘のあったような、実際にどれだけ交通安全に寄

与できるかということもあって、この機構の目標としてどれだけ引き受けることが

できるか、そこの検討を今後していかなければいけないのかなという感想を持ちま

したけど、なかなか今すぐにそういうのは難しいというところで、課題としてはそ

ういうところがあるんじゃないかという感想を私も持ちました。 

 どうぞ、中田委員。 

○中田委員 これ、新法人名、名前が変わったということは多分、当然業務が効率

化され変わり、効果が上がる、費用対効果が上がるということにもなるんだろうと

思うんですけれども、そういう視点で見ますと二つ、三つ、チェックというより質

問をしたい部分があるんですが、資料５の２番目の業務運営の効率化に関する事項

の計画（素案）の１ですね。これを見ると非常におもしろいことが書いてあって、

「課制を廃止し、固定的な課単位の組織に制約されず、機動的な人材運用を可能と

するマネージャー制を導入する」とございますけれども、よく私はわからないんで

すけれども、センターの組織を見ますと総務部とか経理部とか、業務第一部、業務

第二部、多分これは地方の主管支所、支所等もこういう管理組織があると思うんで

すが、全部こういうことをやめてしまってマネージャー制を導入するのか、タスク

フォース制をとった方がいいような部分に対してこういうものをぶち込むのか、こ

れを読むと全員がデパートメントがなくて同じ職員で、その中から選抜してマネー

ジャー制にしていくんだというふうにも読めることは読める。実際は無理だと思い

ますけれども、こういうふうに書いちゃって、新しい何かをと言われているんじゃ

ないかなという気がしたんですが、組織体制というのは非常に重要だと思うんです

ね。新しいものに対して。ですから、この辺はもう少し考えてみた方がいいのかな

という気がしております。 
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 ２つ目は、６ページの(7) の④に「実事故データと安全性能評価結果の相関関係

を解析し」とございまして、実はこの間から非常に気になっているんですが、６月

に２日続けて東名で大型トラックがぶつかった事故、ちょうど私はあの日、墓参り

に行っていまして、すぐ前の時間にあの辺を通ったんで、恐ろしいなと思ったんで

すが、あの後トラック協会で話を聞きましたところ、１つは勤務時間がかなり厳し

いというのと、もう一つは、いい言葉で言うとワークシェアですが、実際はアルバ

イトをやっていて、時間的に非常にきつい状況の中で運転していたということらし

いんですが、聞いてみましたところ、大型トラックのドライバーは高いところにい

ますので、テールランプを見るときに、前の乗用車じゃなくて、その向こうにある

トラックのテールランプを見るそうなんですよ。そうしますと渋滞になってきて、

乗用車がつながっていて前の方に大型トラックがありますと、疲れてくると突っ込

んじゃう可能性が高いと言っておられまして、相関関係というのも、安全性能評価

結果だけでなくて、もうちょっとソフト的な部分も入ってきてもいいんじゃないか

なという気がいたします。 

 もう一つ気になっていますのが、例えば名古屋へ行きますと財団法人で中部トラ

ック総合研修センターというのがありまして、ここの中にはコースがあって、安全

教育なんかをやってますよね。たしか各地の社団法人のトラック協会も安全教育の

ようなものをやっているんですが、そういうものとの関係はどうなるのか。むしろ

こちらの方がそういうところに対していろいろ援助をしてあげるとか、我々の言葉

でいうとサービスを売り込むようなことがあってもいいんじゃないかという気がし

たんですが、先ほど堀野先生がおっしゃったように、ほかのそういうコンペティタ

ーになるかどうか知りませんが、関係がいかなるものかというのはこの中にないな

というのも気になりました。 

○事務局 １点目の組織の話でございますが、現在考えておりますのは、本部でい

えば総務部とかございますけれども、部はそのままという感じで、部の下に課が２

課とか３課あるわけですが、この課の垣根を少し低くしようということで、例えば

業務第二部ですと援護関係をやっているわけですが、療護センター関係とか介護の

関係とか、交通遺児貸付とかをやっているわけですが、その辺の特命事項もござい

ますし、業務量の変化もございますので、課の垣根を低くすることによって柔軟に

対応しようというのが基本的な考えでございます。実際のやり方でございますが、

本部の組織と主管支所、支所、それぞれ若干組織のあり方が違いますので、一遍に

やるのではなく、例えば主管支所でやってみるとか、段階的な実施が必要じゃない

かと考えております。 

 それと、トラックの疲労時のテールランプとかのお話がございました。この辺の

話は非常に重要だと思っておりまして、アセスのところで見るのか、最新の事故例

でそういったことがあるのであれば、講習なり診断のところですぐに取り込めるよ

うな形にしていきたいというのが最近の事故例に基づく指導という趣旨でございま

す。 

 それと、トラック協会で安全教育などをやっているということでございますが、

適性診断など、先ほどちょっと御紹介しましたが、一定の要件を備えていれば他団

体でもできるということで、今トラック協会などもやろうとしておりまして、事故
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対策センターとしても、今までノウハウを蓄積しているわけですから、競争相手に

はなるわけですが、新たに競争相手がやろうとしたときに必要な支援はすることと

しています。例えば講師を派遣したり、ノウハウの伝授をするというような取り組

みを始めているところでございます。 

○中田委員 わかりました。 

 マネージャー制というのは、よく名刺をいただきますと日本語で「課長」で英語

で「マネージャー」になっているケースが多いもんですから（笑声）、マネージャ

ー制とは何かという部分がはっきりわかっていないとまずいかなという気もいたし

ます。 

○事務局 その辺は、うまくワークするように研究していきたいと思います。 

○山下分科会長 では島田委員。 

○島田委員 島田ですが、２点ばかり。 

 方向に水を差すわけじゃないんですけど、とにかく独法ばやりになっているんで

すが、ちょっと心配なのは、お役所のいい面としては、統一的に、業者、企業も含

めて安全対策をこういう形を取り入れるという形でやった場合に、かなり強力な指

導が可能だったんだろうと思うんですけれども、独立行政法人化した場合に、その

辺のところが少し指導力が落ちることはないかという点がちょっとひっかかるのと、

もう一つは、ねらいは費用を節減していくというところにあるもんですから、中期

目標も常に数値は費用対効果のところにウエートが行ってしまうんですが、この法

人が１つ持っているのは、交通事故の被害者の救済のところも大きなポイントにな

っているはずなんですね。民間に委託する云々というのも出ていますけれども、高

次脳機能障害等を含めて、交通事故による死者は減っても、高度の障害を負ってお

られる被害者の方、また家族の人たちがいるわけで、これを支援していくという体

制がおろそかになるようではいけないんだろうなと。だから、むしろ目標の中に、

経費としてかかるものはこういうふうにかかるんだと、これはどうしても削減はで

きないんだと。一律１割カットなんて、私はおかしいと思うんです。幾ら行革の問

題だとしても。その辺ははっきり打ち出された方が僕はいいのかなと。 

 どうも見ていますと、とにかく抑えろ抑えろということだけですから、抑えると

ころは抑えるけれども、ここはどうしてもかかるんだと。そこは外せないんだとい

うところは、目標に掲げるべきかなという感じがしております。 

 もう１点、安全の関係で、他の、例えば自動車の検査の方の関係に僕はタッチし

ているんですけれども、あれも独立行政法人になっていますけれども、安全対策と

いうのは車自体が持っている危険性、車の構造からなるべく安全な形にしていこう

ということがあるわけですし、中田先生が言われたように、トラックの場合、大体

運転手としては乗用車なんか見ないで先を見ていると。それは確かにそのとおりな

んだと思いますけれども、事故が多いとすればそれをどういうふうに防いだらいい

かというのは、車の構造とか、そちらを担当している方と当然連携をとりながらや

らなければいけないだろう。独立行政法人自体が競争意識で、縄張り意識になった

んじゃ何の意味もなくなるなという気がしていまして、相互に常に連絡をとれるよ

うな形でないとまずかろうなという気がしているので、そんなことはないんだろう

と思いますけど、ちょっと申し上げます。 
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○事務局 １点目のことに関してちょっと申しますと、独法化するとき指導力がど

うなるかということなんですが、確かに個々のことについて口を出すことはなくな

りますが、重要な点は中期目標で掲げまして中期計画でブレークダウンし、年度計

画もつくりますので、その中で評価委員の皆様方の評価も受けながらやりますので、

そこはしっかり対策はやっていくということになろうかと思います。特に個々の国

からの介入というか、事前の関与はなくなりますけれども、理事長の強いリーダー

シップのもとに自律的にやっていくというシステムになっていまして、外部評価と

いう形で業績評価も受けますので、その辺は制度の趣旨に沿った形で運営していく

ように努めていきたいと思います。 

 最後の独法同士の連携のお話でございますが、その辺につきましては国としても

心がけていきたいと考えております。 

○堀野委員 島田委員のおっしゃったことに加勢するような方向のことを補足的に

申させていただきます。 

 今日いただいたパンフレットにも最後の方に療護センターのことが写真入りで出

ておりますね。それぞれ50床で、４つで200 床ですね、現在。ところが、先ほども

御指摘がありましたように、確かに生物学的な意味での交通事故の死者は減ってい

るんですけれども、この10年間で重度後遺障害をこうむった方は倍増しているわけ

です。従って何かテイクケアを社会としてしてあげなければいけない患者さんは増

えているわけです。 

 ところが現行の自賠責の枠組みなんかでは、最高4,000 万円しか支給できません

よね。実際には御家族が負担を抱えていらっしゃるわけで、前に私が参加しており

まして、今もまだ続いているんですが、大臣のもとに置かれた自賠責懇談会の中で、

遺族の代表とか重度後遺障害を負っていらっしゃる被害者の方たちの組織の長もそ

の席に来られたわけですけれども、最後まで、例の政府再保険の民間委託には反対

し続けておられたんですね。その最大の理由は、こういうのが民間に委託されてし

まうと、採算性を重視した運営にどうしても移行せざるを得ないので、結果として

見捨てられるのではないかという趣旨のことをいろいろな場面でおっしゃっていま

した。私はそれが非常に印象強く残っているんですが、結局、交通事故で被害を背

負った人たちに対する救済が十分いかないんじゃないかという心配のままどんどん

事が進んでいるわけで、例えば先ほどの御説明を聞いていても、ベッド数が限られ

ているなかで、増やすという方向の政策を一体だれが発案して、だれが実行するか、

逆に不安になっちゃったんですね。50床掛ける４つしかないから、200 床を増やす

という政策立案とか実行は、新しい枠組みではだれの仕事になるんでしょうかね。

重度後遺障害の家族の人たちのおっしゃっていたことが、懸念が当たってしまうの

かなという不安を、島田委員の御説明を聞きながら思い出したんです。 

 民間の競争原理だけに任せてしまうと、儲からないものにはだれも手を出さない

わけですから、結果として国が、社会が守ってあげなければいけない部分があると

思うんですね。その辺の住みわけといいますか、それが独立行政法人化の、構造改

革という美名のもとに崩れていってしまうのはやっぱりまずいかなという気がしま

す。どこかで担保しておかないと。その辺はいかがでしょう。 

○事務局 先ほどの説明の表現が悪かったかもしれませんけれども、療護センター、
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今200 床でございますが、重度後遺障害者の方が増えているということもありまし

て、現在、千葉で増床計画を進めておりまして、30床増床することになります。17

年度に開業できるようにやっているところでございます。そういった意味から、必

要な施設的な対応もしていきたいと考えておりまして、先ほど島田委員もおっしゃ

いましたが、被害者救済というのは非常に重要な課題でございますので、事故対策

機構になってからも必要な施策は充実していくように考えております。 

○坂井委員 事故対策センターですか、昭和何年ですか、その一環として重度の交

通事故の障害者をこういうことをやってもらおうというシステムをつくった。その

ことについては、私は医療者側ですので、大変いいことだと思っているんですけれ

ども。昭和30年から40年、交通事故が急増して、本当を言うと厚労省の管轄下のも

のがこちらの方に入っているという、そこのところに非常に難しい面を持っている

と思うんですね。行政上も。 

 そこで、交通事故ということについて改めて、最近の道路状況、交通状況、いろ

いろなものが入ってきているんですが、その定義というものに、いかがなものか。

私の申し上げる意味は、事故というのは弱者救済という傾向が最近強いんですが、

自己責任という問題も一方ではとらえつつ物を見ていく、そういう発想も織り込ん

だ考え方というのが交通事故の抑止につながるのではないかということも基本的な

考え方として思うわけですけどね。 

 もう一つは、ただいまどなたかが触れられました、療護センターに公平な治療機

会をということがうたわれておりまして、非常に結構なことだと思いますが、今問

題になっているのは、交通事故による高次脳機能障害ですね、四肢、言語等々は、

ちょっとした会話ではわからないんですが、実際に高度なことになると何かおかし

いというような方が結構見えまして、それが今全国的にいろいろなところの関心を

つくっていると思っておりますが、こういうことについても交通事故と関連して、

これは微妙な問題がありまして、専門的な診断等々がありますが、一般の医療とし

てもなじまないし、大変難しいところにあるんじゃないかと思うんですが、そうい

うものを療護センターといいますか、そういうものとしてやってもらう、あるいは、

全国に支所がありますけれども、役所、支所みたいな感じでいろいろな相談、コン

サルとして専門的な指導をしていくというような方向もビジョンとして考えていた

だかないと、今のお話のように限られたベッド数で、なかなか十分なことができな

いと。これはセンターの運用にかかわる、より有効で、いわゆる交通事故の患者が

公平な診療というか、治療というか、あるいは社会復帰というか、そういう機会を

与えてもらえるという方向が必要ではないかと思います。以上でございます。 

○山下分科会長 全体のお話を聞いておりまして、この法人が何を責任として引き

受けるか、何を目的とするかということが非常に重要な問題だろうと思うんですけ

ど、国の交通事故に関する政策全体の問題なのか、この法人でどこまで引き受けら

れるのか、そこら辺が必ずしも、きょうの御議論を聞いてて、はっきりしないとこ

ろがあったかと思うので、そのあたりを整理した上で次回までに素案の再検討をお

願いできればと思います。 

 独立行政法人というのは、制度の仕組みそのものが効率的であることということ、

特に企画と執行という機能を分離して、執行をコストをかけずにやるというところ
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に主眼があるような制度ではないかと思うので、そういう意味で、ある程度目に見

えた指標というんですか、具体的な指標を設けて動かすということはやむを得ない

かと思うんですが、その中で最大限に実質的な効果を発揮できるような計画目標を

立てていただくことが重要かなということと、機構もいろいろな業務をされている

わけで、業務ごとに、同じ「目標」といっても性格が少し違うのかなということも

あります。そのあたりも少し御検討いただいて、次回までに見直しをしていただけ

ればと思います。 

 本日、各委員からいただきました御意見をそういうふうに取り扱わせていただく

ことにつきまして、事務局と私の方で相談しながら次回の分科会でお示しするとい

うことで進めたいと思いますが、次回までの準備を私に一任させていただいてよろ

しゅうございましょうか。 

（異議なしの声） 

 それでは、そういうことで進めさせていただきます。 

 

そ  の  他 

 

○山下分科会長 それでは、次回分科会のスケジュール等につきまして、事務局よ

り御説明をお願いいたします。 

○事務局 第２回の分科会ですが、９月２日を予定しております。時間でございま

すが、午前10時から11時30分という時間でセットさせていただきたいと思います。

よろしくお願いしたいと思います。議題等につきましては後ほど、整理した上で改

めて連絡させていただきたいと思います。以上でございます。 

○山下分科会長 それでは、次回は９月２日ということでよろしくお願いいたしま

す。 

 本日は貴重な御意見をありがとうございました。まだ御意見があろうかと存じま

すけれども、時間の関係上、本日はここまでとさせていただきまして、議事進行に

つきましても、以後、事務局にお返ししたいと思います。 

 本日はどうもありがとうございました。 

○事務局 本日は長時間の御審議ありがとうございました。 

 それではこれで終了という形になりますが、本日の分科会の内容等につきまして、

議事の公開についての方針に基づき、議事要旨、議事録を作成の上、速やかに公表

することとさせていただきたいと存じます。議事録の公開に当たりまして、事前に

委員の皆様あてに議事録を送付させていただきますので、お忙しいところ大変恐縮

ですが、御発言の内容の確認と、誤り等ございましたら訂正していただければと思

います。 

 以上をもちまして第１回独立行政法人評価委員会自動車事故対策機構分科会を終

了させていただきます。ありがとうございました。 

 

閉    会 

 


